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２０２２年６月１５日 社員総会 

 

 

 

 

 

 

 

議 案 資 料

一般社団法人 外国人雇用協議会 
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（社員総会に報告すべき事項） 

 

≪2021年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで）事業報告の内容報告の件≫ 

 

2021年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで）事業報告の内容は別紙のとおり。 

 

 

 

（社員総会の目的である事項） 

 

≪第1号議案 2021年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで）計算書類承認の件≫ 

 

2021年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで）の計算書類について、別紙内容のとおり承認するこ

と。 

 

 

≪第2号議案 定款変更の件≫ 

当協議会が定める定款について、以下の通り変更する。 

変更① 

 
 

 
 

 

 

 

 

（変更前） 

第４章 役員等 

（役員の設置等） 

第２１条 当法人に、次の役員を置く。  

理事 ３名以上２０名以内  

監事 ３名以内 

２ 理事のうち、１名を会長とする。  

３ 理事のうち、３名以内を副会長とすることができる。 

（変更後） 

第４章 役員等 

（役員の設置等） 

第２１条 当法人に、次の役員を置く。  

理事 ３名以上３０名以内  

監事 ３名以内 

２ 理事のうち、１名を会長とする。  

３ 理事のうち、３名以内を副会長とすることができる。 
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変更② 

 
 

 
 

≪第3号議案 理事12名選任の件≫ 

 

今定時社員総会終結の時をもって代表理事 原英史、理事 山澤一彦、竹内幸一、吉原直樹、横川友樹、木通

浩之、北中彰、工藤尚美、8名が任期満了するため、下記の12名を理事として選任すること。 

 

(以下、順不同) 

＜改選＞ 

原英史 株式会社政策工房 代表取締役社長 

竹内幸一 グローバルパワー株式会社 代表取締役 

吉原直樹 アルテサロンホールディングス株式会社 取締役会長 

横川友樹 ヒューマングローバルタレント株式会社 代表取締役 

木通浩之 株式会社リンクジャパンキャリア 取締役 

北中彰 ミャンマー・ユニティ 最高顧問(株式会社スリーイーホールディングス代表取締役CEO） 

工藤尚美 株式会社オリジネーター 取締役専務執行役員 

 

＜新任＞ 

内藤兼二 株式会社ネオキャリア 海外事業本部 本部長 

大野理恵 Career Fly株式会社 代表取締役 

コチュオヤ 株式会社Oyraa 代表取締役社長 

菅沼基 株式会社ダイブ 外国人人材サービスユニット ゼネラルマネージャー 

仲宗根俊平 SUN株式会社 代表取締役社長 兼 CEO 

以上

（変更前） 

第５章 理事会 

（議事録） 

第３３条 理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。  

２ 出席した会長及び監事は、前項の議事録に署名又は記名押印する。 

（変更前） 

第５章 理事会 

（議事録等） 

第３３条 理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。  

２ 出席した会長及び監事は、前項の議事録に署名又は記名押印する。 

３ 理事会に関する事項については、法令又はこの定款に定めるもののほか、理事会の決議によ

り定める理事会規則による。 
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（第１号議案資料） 

 

 

 

 

 

 

 

２０２１年度 事業報告および決算書 

 

 

 

 

自 ２０２１年   ４月   1 日 

至 ２０２２年 ３月３１日 

 

 

 

 

 

事業報告書 

貸借対照表 

正味財産増減計算書 

財務諸表に対する注記 

 

 

 

 

 

 

 

東京都港区赤坂二丁目 12 番 21－402 号 

 

一般社団法人   外国人雇用協議会  
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事業報告書 

2021年4月1日から2022年3月31日まで 

一般社団法人 外国人雇用協議会 

１ 事業の成果 

継続して外国人雇用を妨げる３つの壁（入管政策・制度の障壁、企業側の受入れ体制不全、人材が日本のビジネス社会で活躍す

るための知識・技能等の不足）を解消し、質の高い外国人材が日本のビジネス社会で活躍できる環境を整えることを目的に活動

した。2021年度は、政策部会、コミュニケーション戦略部会、生活支援部会、を設け、各部以下の目標を定め実行した。2022年

度より生活支援部会の名称を生活・教育支援部会に変更し活動内容を拡充する。 

 

事業名 事業内容 実施日時 実施場所 

１、政府の政策・

制度の改善を実現

していく提案 

（１）政府の政策活動に関する情報収集・検討 適宜実施 東京 

（２）政策部会による意見交換会＜計１回＞ 2021/10/29 オンライン 

（３）法務省出入国在留管理庁との意見交換会＜計２回＞ 
2021/8/23, 

2022/1/18 
東京 

（４）山下貴司衆議院議員との意見交換会開催 2022/3/9 東京 

２、企業・団体の

入会促進、会員同

士の交流や情報交

換の場づくり 

（１）会員拡大・交流の施策、マーケティング 適宜実施 東京 

（２）公開シンポジウムの開催 

 「生活支援・政策提言・目指す未来」 

「外国人活躍支援サミット2021」および大交流会 

2021/6/9 

 

2021/11/5-6 

東京・オンライン 

（３）会員間オンライン交流会 2021/5/25, 7/15 東京 

（４）公開ウェビナーの開催 

「多様化する働き方と外国人材雇用のリスクマネジメント」 

「激論！コロナでどうなる？留学生の就職」 

「外国人材活躍の為の問題解決マネジメント」 

「『外国人材活用の未来』国内留学生VS海外学生」 

「外国人材の就職活動／採用活動3つのポイント」 

「特定技能の現在地／特定技能活用の3つのポイント」 

「外国人支援企業／学校が取り組むべき防災支援とSDGsブ

ランディング」 

「外国人雇用2024年問題／渡航制限により浮かび上がる問

題と対応策とは？」 

「「技能実習・特定技能」 外国籍人材雇用の大変革期を乗

り越える定着マネジメントとは？」 

「多様な外国人材採用手法」 

2021/04/23 

2021/05/12 

2021/05/28 

2021/07/07 

2021/08/27 

2021/09/28 

2021/12/16 

2022/1/21  

2022/2/24  

2022/3/25 

オンライン 

３、在留資格勉強

会の開催 
（１）在留資格勉強会の開催＜計3回＞ 

2021/10/6, 12/8,  

2022/2/9 
オンライン 

４、外国人就労適

性試験の実施、外

国人向け教育推進

に係る取り組みの

検討 

（１）「就労適性に係るガイドライン：ビジネス文化・社会

常識に係る基準」の普及 
適宜実施 東京 

（２）ガイドラインに沿った「教育・学習コンテンツへの認

定」「外国人就労適性試験の後援」 
適宜実施 東京 

（３）就労適性に係るガイドラインの普及、代理店登録 適宜実施 東京 

５、その他 

（１）定例会（理事社会議、戦略会議）の開催 
定例会月1回を開

催 
東京・オンライン 

（２）定時総会の開催<計１回> 2021/6/9 オンライン 

（３）各部会の実施 月１回・適宜実施 オンライン 
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（４）インターナショナルジョブフェア東京2021の実施 2021/11/ 5-6 東京 

（５）情報発信、ブランディング強化 

・コミュニケーション戦略部会：公式Webサイト等の充実 
適宜実施 オンライン 
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